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本稿のポイント

ボストン コンサルティング グループ（BCG）とリクルートワークス研究所は、2015年に引
き続き、求職活動の現状をグローバルな視点から分析する調査を共同で実施した。同種の
調査では最大級の規模となるこの調査では、グローバル、及び各国における求職者のトレ
ンドを明らかにし、人材をめぐるグローバルな戦いの中で、HR部門が取り組むべき重要な
テーマを提起している。なお、他の国での就職・転職の意向を持っている人のみならず、実
際に就職・転職を機に移住をした人も調査の対象にしていることは、本調査の大きな特徴
である。

国境を越えた就職・転職
求職者の64％が、他の国での就職・転職に関心を持っている。また実際に、就職・転職
により他の国に移住した求職者は全体の7％であった。

フリーランス
求職者の76％は、フリーランスという働き方に関心を持っており、23％の求職者が、実

際にフリーランスでの仕事を始めている。フリーランスの仕事を持つ求職者の大半は、他に
メインの職業を持っており、「二足のわらじ」を実践している。

入職経路
今や、インターネットは、先進国はもちろん新興国においても人々の生活の一部となって
いる。それは求職活動においても例外ではない。求職者の44%は、オンラインメディア（イン
ターネット求人サイトおよびSNS）が、入職経路（最も有効な求職手段）であると回答した。
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ボストン コンサルティング グループとリクルートワー
クス研究所は、2015年に引き続き、求職活動の現状をグ
ローバルな視点から分析する共同調査を実施した（｢調
査の概要｣）。2015年に入職（就職・転職）した世界13カ
国約13,000人の就職者を対象にしたこの調査では、海外
での就業や、雇用関係をもたないフリーランスとしての働
き方について、どの程度の求職者が関心を持っているの
か、どの程度の求職者が具体的に検討し、就業の実現に
いたったのか、というポイントに焦点を当てた。

過去20年間で急速に進んだ経済のグローバル化は、
国境を越えた労働力の移動を加速化させた。また、ブ
ロードバンドの普及、クラウドソーシングの台頭といった
テクノロジーの進化によって、一人の人が複数の仕事を持
つ「二足のわらじ」という働き方は、10年前に比べて格段
に容易になった。

今回の調査では、われわれが想定した以上に多くの求
職者が、海外での就職・転職や、フリーランスという働き

本調査は、2015年中に求職活動を行い就職した世
界13カ国の約13,000人を対象にした求職活動のプロ
セスと成果についての調査である。求職者動向のグ
ローバル調査としては、最大規模であるといえる。回
答者数は、オーストラリア、ブラジル、カナダ、フランス、
ドイツ、日本、イタリア、ロシア、南アフリカ、イギリス、
アメリカがそれぞれ約830人、インドが約1,400人、中
国が約2,500人である。

調査対象は、15歳以上で2015年に入職（就職・転
職）した求職者であり、主夫・主婦、学生、退職者、失
業者は除いた。昨年は調査の対象を、会社員、アルバ
イト・パート、公務員といった被雇用者に限ったが、今
年度より自営業者・フリーランスといった非被雇用者
も対象に加えた。また、調査対象の代表性を確保する
ために、大学卒業以上と高校卒業以下でサンプルを半
数ずつ割り付ける補正を行った（付表1、2）。

昨年は、一部の国でオンライン調査とオフライン調
査を併用したが、今回は全ての国（オーストラリア、ブラ
ジル、カナダ、フランス、ドイツ、日本、イタリア、ロシア、
南アフリカ、イギリス、アメリカ、インド、中国）で、オン
ライン調査に統一した。オンライン調査の特性上、本
調査の結果は、オンライン固有のバイアスやインター
ネット利用者の回答に比重がかかっているおそれがあ
る点に留意いただきたい。

このバイアスを軽減するために、U N E S C Oや
Barro-Leeの最新データを参照して、各国の教育水準
と男女比率の実際の構成比に合わせてウェイトバック
集計による調整を行った。

また、昨年に引き続き実施した入職経路の調査につ
いては、LinkedInをはじめとするプロフェッショナル
ネットワークやFacebookなどの台頭を考慮し、新たに
SNSという選択肢を追加した。

調査の概要、前年の調査からの主たる変更点
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8 23 17 20 31男性

5 17 14 22 43女性

10代
20代

30代
40代

50代
60代

性別 年代別

7 22 18 23 29

6 20 15 21 38

5 13 13 14 55

質問：
今回の就職・転職について、あなたに最も当てはまるものはどれですか？（単一回答）

回答者の割合（%） 回答者の割合（%）

今回、他国への就職に
関心はあったが検討しなかった

今回、関心がなく検討もしなかったが
将来的に関心はある

今回も将来も関心はない

今回、他国への就職を検討したが
自国に残った

今回の就職・転職に伴い
他国へ移住した

図表2 | 海外就職・転職への意向/関心度（性別、年代別）

注：有効数字1桁以外小数点以下四捨五入。回答者全員における割合。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝13,059
出所： 求職トレンド調査 2016

9 21 15 17 40アメリカ

7 20 16 21 36

3 24 16 29 28

10 15 34 41

21 31 17 14 17

3 17 25 21 33

3 27 15 35 20

10 19 14 20 36

ロシア

インド

中国

ブラジル

南アフリカ

オーストラリア

13カ国平均

7 20 15 21 38カナダ

7 17 14 15 46フランス

5 17 15 17 47ドイツ

6 33 18 17 26イタリア

3 5 8 14 70日本

9 23 20 20 28イギリス

回答者の割合（％）

今回、他国への就職に
関心はあったが検討しなかった

今回、関心がなく検討もしなかったが
将来的に関心はある

今回も将来も関心はない

今回、他国への就職を検討したが
自国に残った

今回の就職・転職に伴い
他国へ移住した

G7

BRICS

オセアニア

質問：
今回の就職・転職について、あなたに最も当てはまるものはどれですか？（単一回答）

1

図表1 | 海外就職・転職への意向/関心度（国別）

注：有効数字1桁以外小数点以下四捨五入。回答者全員における割合。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝13,059
出所：求職トレンド調査 2016
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方に関心を持っていることが明らかになった。こうした求
職者のニーズや志向の多様化は、企業にとって好機にも
脅威にもなり得る。求職者の多様化を好機と捉え、いち
早く対応できた企業は、熾烈な人材獲得競争における
勝者になることができる。企業の人事・採用部門は、社
内の各部門からの要請に応えるだけではなく、求職者の
ニーズを先取りし、求人市場での優位性を構築しなけれ
ばならない。

また、こうしたトレンドは、個々の企業だけではなく、国
や自治体の成長戦略にとっても、重要な課題を突き付け
ることになるだろう。

国境を越えた就職・転職、グローバルモビリティ

世界の財・サービスの貿易は1990年代後半以降、飛
躍的に増加した。こうした経済のグローバル化の進展は、
同時に国境を越えた労働力移動の増加をもたらした。自
国の人材だけではなく、海外の人材リソースも含めて有
効に活用することは、企業が自社の競争力を高める上で
極めて重要な課題である。また、国の競争力を高める上
でも、移民受け入れに伴う社会的問題への配慮は必要
なものの、海外の人材の有効活用は、これまで同様に重
要な政策課題の一つであり続けるだろう。

今回の調査では、2015年に入職した就職者に対して、
海外での就職・転職についての関心の有無（実際に国境
を越えた就職・転職をした人を含む）、求職活動時の検
討の有無について質問した。13カ国平均では、64％の求
職者が、海外で働くことに何かしらの関心を持っており、
7%の求職者が、実際に今回の就職・転職に伴って海外
へ移住した、と回答した。

国別にみると、インド、オーストラリア、アメリカ、イギリ
スといった英語を母国語とする国々が、海外への就職・
転職への関心度、実際に移住した求職者の割合ともに
高いことが明らかになった。一方日本では、海外での就職・
転職に関心を持つ求職者は30％にとどまった（図表1）。

男女別に分析すると、海外での就職・転職に関心を
持つ人の割合は男性では69％に上るのに対し、女性で
は57％にとどまった。また年齢別では、10代・20代では
71％が、海外での就職・転職に関心があると回答した一
方、同様の回答をした人の割合が30代・40代は62%、50
代・60代は45％という結果になった。やはり、若い年代
の方が、海外でチャレンジしてみたいという欲求は強い
傾向にあると言える（図表2）。

30子育て支援制度が良いから

教育制度が良いから

医療制度が良いから

異なる文化の中で生活したいから

給与が上がることを期待したから

キャリアアップのチャンスを得たいから

魅力的なオファーを得られたから

新たな仕事の経験を積みたいから

幅広い経験を積めることを期待したから

既に家族/パートナーが海外にいるから

26 15

11

15 19

15 19

21 18

13 15

12 19

7

17 25

11 16

10

実際に海外就職・転職をした回答者 全回答者

質問：
海外で働くことに関心を持った理由は何ですか？（複数回答）

回答者の割合（%） 回答者の割合（%）

図表3 | 海外就職・転職をした/検討した/興味があった理由　移住の有無別比較

注："今回も将来も関心はない" と答えた人は｢全回答者｣から除いている。全選択肢のうち、回答数の多かった上位10個のみ表示
出所：求職トレンド調査 2016
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実際に就職・転職により海外に移住した求職者に対
して、その理由を質問したところ、30％の回答者が、子
育て支援制度が良いから、と答えた。次いで多かったの
が、教育制度が良いから（26％）、医療制度が良いから 
（21％）、という答えであり、本人の都合よりも、家族に
とってプラスとなる選択肢であることを、移住の理由とし
て挙げた求職者が多かった。海外での就職・転職を検討
した、あるいは関心があった、と回答した求職者まで含
めると、これとは対照的に、異なる文化の中で生活したい
から（25％）、給与が上がることを期待したから（19％）、
キャリアアップのチャンスを得たいから（19％）といった
個人の事情に関する理由が上位に挙がった（図表3）。

フリーランス、「二足のわらじ」の浸透

ブロードバンドの普及によるリモートワーク環境の改
善、クラウドソーシングの発展などにより、従来の企業に
よる雇用ではなく、フリーランスという働き方で収入を得

ることは、10年前に比べて格段に容易になった。こうし
た新たなワークスタイルの台頭は、企業にとって、自社に
必要な人材を確保する手段として、育成や採用といった
従来の手法に加えて、新たな選択肢が生まれつつあるこ
とを意味している。

今回の調査では、フリーランスという働き方について
の関心の有無（フリーランスとして働くことになった人を
含む）、求職活動時の検討の有無について質問した。13
カ国平均では、76％の求職者がフリーランスとして働く
ことに何かしらの関心を持っており、23%の求職者が実
際にフリーランスとして働き始めたことが明らかになった。
国によって若干の違いはあるが、最も関心度が低い日本
でも半数以上の求職者が関心を示しており、近い将来、
フリーランスとして働く労働者が現在よりも急速に増加
すると見込まれる（図表4）。

28 27 21 24アメリカ

23 28 25 24

28 32 26 14

15 32 34 18

40 35 16 9

14 39 26 21

19 30 32 20

24 24 22 30

ロシア

インド

中国

ブラジル

南アフリカ

オーストラリア

13カ国平均

22 26 27 25カナダ

33 22 22 22フランス

18 26 20 36ドイツ

23 28 26 23イタリア

17 10 28 45日本

22 35 23 21イギリス

回答者の割合（％）

フリーランスとして働くことを検討しなかったが、関心はある フリーランスとして働くことに対し、検討もしていないし関心もない

フリーランスとして働くことを検討したが、フリーランスにならなかったフリーランスとして働くことになった

G7

BRICS

オセアニア

質問：
今回の就職・転職について、あなたに最も当てはまるものはどれですか？（単一回答）

図表4 | フリーランスという働き方への意向/関心度（国別）

注：有効数字1桁以外小数点以下四捨五入。回答者全員における割合。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝13,059
出所：求職トレンド調査 2016

6� 求職トレンド調査 2016



また、実際にフリーランスの仕事を始めたと回答した
求職者（全体の23％）について、現在のメインの就業形
態を質問したところ、フリーランス・自営業・会社経営者
としての仕事がメインであると答えた求職者は32％にす
ぎず、68％の回答者は、会社員・契約社員・派遣社員と
して企業に雇用されている仕事をメインの職業と答えて
いる。この結果は、フリーランサーの多くは完全な独立
事業者ではなく、二足目のわらじ、兼業に取り組んでい
る給与所得者であるということを示している（図表5）。

こうしたフリーランサー、兼業労働者の増加は、個々
の労働者が持つスキル・ケイパビリティを複数の企業の
間で共有することが一般的になる可能性を示している。
これは、企業にとっても個人にとっても、生産性を向上
させる新たな手段となる。フリーランサーが働きやすい環
境を整えることは、激化する人材獲得競争において、企
業が自社にとって必要な人的資源を、柔軟かつ効率的に
獲得する上で、重要なテーマになるだろう。

入職経路、求職に利用した手段

インターネットはあらゆる国々で、最も広く使われてい
る求職手段となった。インターネットを全く使わない求職
者はもはや少数派であり、大半の求職者がインターネッ
ト求人サイトやSNSを通じて、求人情報の収集や企業
への応募等を行っている。一方で、家族・知人や従業員
からの紹介（リファーラル）も、先進国・新興国を問わず、
依然として多くの求職者から支持されている。

本調査では、2015年に新たな仕事を得た入職者に対
して、以下のどの手段を使って職探しを行ったかを質問
した。

•  コマーシャルチャネル　新聞・雑誌等の紙媒体の求
人広告、インターネット求人サイト（履歴書サイト、ジョ
ブフォーラム、ジョブ掲示板）、SNS、人材紹介会社、
人材派遣会社

15 2 12 47 10 14 0アメリカ

18 5 9 42 9 17 0

36 5 7 32 138 0

14 4 3 39 6 34 0

16 3 19 37 12 13 0

7 24 55 12 19 0

35 6 32 206 0

19 1 11 43 13 13 0

ロシア

インド

中国

ブラジル

南アフリカ

オーストラリア

13カ国平均

13 102 52 4 19 0カナダ

7 9 7 59 7 11 0フランス

17 5 8 42 8 19 0ドイツ

16 2 6 47 218 0イタリア

17 26 4 24 1514 0日本

22 1 16 39 7 15 0イギリス

回答者の割合（％）

フリーランス 自営業 会社経営者 会社員 派遣社員 契約社員 公務員 

G7

BRICS

オセアニア

質問：
あなたの現在の職業を教えてください。複数職業をお持ちの場合は、メインの職業をお答えください。（単一回答）

0

図表5 | 今回の就職・転職で“フリーランスになった”回答者の現在のメインの職業

注：有効数字1桁以外小数点以下四捨五入。回答者全員における割合。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝3,011
出所：求職トレンド調査 2016
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•  公的チャネル　公的機関（ハローワークなど）

•  紹介チャネル　リファーラル（職場の同僚や家族・知
人からの紹介）、OB・OGの紹介

•  直接の問い合わせ　雇用主/雇用者への直接問い合
わせ（会社への直接応募、従業員へのコンタクト、会
社からの直接スカウト等）

現在の仕事を得る上で、入職経路（最も有効な求職
手段）として、インターネット求人サイトを挙げた回答者
は、グローバル平均では全回答者の36％に上る。次いで
リファーラル（16％）、新聞・雑誌等の紙媒体の求人広告
（9％）、会社への/会社からの直接の問い合わせ（9%）、
SNS（8％）が続く。今回の調査では、全ての国で、最も
多くの回答者が有効・重要だったと回答した入職経路は
インターネット求人サイトだった（24～49%）。一方、その
他の求職手段の利用状況は、各国の政策や経済、文化
の影響による相違がみられる。たとえばSNSは、中国で
は17％の求職者が、最も有効・重要な求職手段である
と回答した。また、日本では18％、フランスでは14％の求
職者が、この質問に公的機関と答えている（図表6）。

インターネット求人サイトと、今回より新たに選択肢と
して加えた求職手段であるSNSを合計すると、44％の
求職者にとって、オンラインメディアが最も有効・重要な
求職手段だったことになる。これを求職者の年齢別に分
析すると、10代・20代が47％（38%＋9%）、30代が44％ 
（36％＋8%）、40代が42％（34％＋8%）であるのに対し、
50代以上は31％（28%＋3%）となる。このことから、50
歳未満の求職者の間では、インターネット求人サイトや
SNSを通じた求職活動は、年齢を問わず、広く普及してい
ることがわかる（図表7）。

昨年の調査でも指摘した通り、インターネットは、もは
や求職者の間で最も広く使われている入職経路となった。
インターネットは、既に40代まで広く普及しており、今後
も新興国での通信インフラの整備、モバイルデバイスの
普及が進めば、さらに広がる可能性が高い。企業にとっ
ては、インターネット求人サイト、SNSといったオンライン
メディアで、より広くの求職者に、自社が従業員に提供で

きる価値を訴求する努力が、一層求められることになる
だろう。

最後に

本調査は、世界各国の求職者が、現在どのようなニー
ズ・志向を持っているのかを明らかにした。世界の求職
者の約3分の2が海外での就職・転職に関心を持ち、また
約4分の3の求職者がフリーランスという働き方に関心
を持っている。そして、実際に全回答者の7％が実際に就
職・転職を機に海外へ移住し、23％がフリーランスとし
ての仕事を始めた。

こうした働き方の多様化は、人材の量的な不足、ある
いは質的な不足/ケイパビリティギャップに課題を抱える
企業にとって、大きな機会になり得る。しかし、実際にこ
うした好機を活かすためには、採用する企業側に大きな
努力が求められる。

自社は、本人にとってだけではなく、家族にとっても最
適な環境・条件を提示しているだろうか？　フリーラン
サーが働きやすい環境を用意できているだろうか？　自
社の環境をインターネット上でより多くの求職者に、わか
りやすく伝えることができているだろうか？

各企業が上記のような改善・努力を行い、働き方の多
様化が促進されることによって、企業、個人、そして社会
にとっての生産性が大きく向上することを期待したい。

桜井一正 
BCG 東京オフィス パートナー&マネージング・ディレクター、BCG 
組織・人材グループの日本リーダー

大久保幸夫
リクルートワークス研究所所長
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G7

BRICS

オセアニア

13カ国平均

質問：

39 7 21 3 10 2 4 6 1 7

49 13 11 9 5 233 5

40 29 6 7 21 4 38

24 20 4 4 3 4 151917

36 16 9 9 5 4 3 648

44 12 8 21 19 34 35

29 21 7 9 2 4 9 5510

28 13 167 6 14 5 2 8

41 11 12 11 7 6 3 3 1 5

26 19 10 2 18 9 6137

41 11 11 7 4 4 8 68

38 16 7 5 3 4 1 711 8

40 16 12 11 2 3 1 69 2

31 26 1011 5 6 3 43

アメリカ

日本

ドイツ

イギリス

フランス

イタリア

カナダ

ブラジル

ロシア

インド

中国

南アフリカ

オーストラリア

0

0

利用したすべての手段のうち、現職を得る上で最も有効/重要だった手段はどれですか？（単一回答）

0

0

0

SNS

インターネット求人サイト

新聞・雑誌等の紙媒体の求人広告

人材紹介会社

人材派遣会社

公的機関

リファーラル（職場の同僚や家族、知人からの紹介）OB・OGの紹介

その他会社への/からの直接問い合わせ

コマーシャルチャネル

公的チャネル

紹介チャネル

その他

回答者の割合（％）

図表6 | 国別の入職経路（最も有効な求職手段）

注：有効数字1桁以外小数点以下四捨五入。回答者全員における割合。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝13,059
出所：求職トレンド調査 2016
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SNS

インターネット求人サイト

新聞・雑誌等の紙媒体の求人広告

人材紹介会社

人材派遣会社

公的機関

リファーラル（職場の同僚や家族、知人からの紹介）OB・OGの紹介

その他会社への/からの直接問い合わせ

全平均

コマーシャルチャネル

公的チャネル

紹介チャネル

その他

質問：

36 16 9 9 5 4 3 648

34 18 8 10 8 5 5 634

101636 8 8 4 5 2 55

28 24 7 11 8 343 83

38 14 10 9 5 3 3 69 310代・20代

30代

40代

50代以上

回答者の割合（%）

利用したすべての手段のうち、現職を得る上で最も有効/重要だった手段はどれですか？（単一回答）

図表7 | 年代別の入職経路（最も有効な求職手段）

注：有効数字1桁以外小数点以下四捨五入。回答者全員における割合。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝13,059
出所：求職トレンド調査 2016
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58
42

男性
女性

性別

26

74

高校卒業以下
大学卒業以上

教育水準

2

7

16

37

35

10代

20代

30代

40代

50代

60代以上

4

年齢

8
9

1
4

8
6

64会社員
会社経営者
派遣社員
契約社員
公務員

フリーランス
自営業

雇用形態

25
26

10人以下
11~99人

100~499人
500~999人

1,000~4,999人
5,000人以上 9

17

9
15

企業規模（従業員数、人）

回答者の割合（%）

回答者の割合（%） 回答者の割合（%）

回答者の割合（%）回答者の割合（%）

業種 職種

11

6

4

4

8

3

6

11

4

7

13

7

4

12

1

回答者の割合（%） 回答者の割合（%）

2農林漁業

鉱業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

建設業

卸売・小売業

運輸業

飲食店・宿泊業

情報通信業

金融・保険業

不動産業

サービス業

公務

教育・学習支援

医療・福祉

その他

金融専門職

事務系専門職（HR、経理財務、法務等）

企画職・マーケティング職

販売・サービス職

管理職

現業職（建設、採掘、保守等）

運輸職

製造職

農林漁業従事者

その他

13

12

5

4

5

5

3

14

3

7

6

12

1

12

事務系一般職
（受付、総務、事務サポート等）
エンジニア・技術系専門職

 - IT/通信系
エンジニア・技術系専門職

 - 電機/機械系
エンジニア・技術系専門職

 - その他（ライフサイエンス系等）

付表1 | 調査対象者の属性-1

付表2 | 調査対象者の属性-2

注：小数点以下四捨五入。性別、教育水準のウェイトバック調整後の集計値。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝13,059
出所：求職トレンド調査 2016

注：小数点以下四捨五入。性別、教育水準のウェイトバック調整後の集計値。端数誤差により合計が100%にならないことがある。n＝13,059
出所：求職トレンド調査 2016
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